
地方分権改革に関する提案書「別紙」

提案事項：沿岸漁業改善資金の金融機関による転貸融資方式の追加、転貸融資の場合の

機関保証の対象化

提 案 県：九州地方知事会（幹事県：山口県）

【具体的な支障事例、制度改正効果】

●長崎県

今後、民法（債権関係）が改正された場合、今まで以上に借受人は保証人の確保が難

しくなるとともに、保証人設定の手続きが煩雑になる可能性がある。近年、当該資金の

需要が低調となっている中、益々の資金利用の低下が懸念される。

このため、農業改良資金と同様の制度見直しなど抜本的な対応を行うことにより、沿

岸漁業者の利便性向上を図る必要がある。


